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１１ 工業用アルコールの自由化の流れ工業用アルコールの自由化の流れ

平成平成1313年年44月月11日日
○アルコール専売法廃止
○アルコール事業法施行

（※）現在の独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下同じ）

昭和12年
アルコール専売法施行
国による専売制開始

昭和12年
アルコール専売法施行
国による専売制開始

1937
1982

1999

昭和57年
国営工場をNEDO（※）に移管

昭和57年
国営工場をNEDO（※）に移管

暫
定

措
置

期
間

2005

平成平成1111年年11月月2525日日

産業構造審議会旧アルコール部会答申産業構造審議会旧アルコール部会答申
「アルコール専売の民営化が望ましい」と答申

2007

平成平成2020年年33月末までに月末までに

株式売却開始株式売却開始

平成平成1818年年44月月11日日

日本アルコール産業株式会社設立日本アルコール産業株式会社設立

2001

民営化民営化

2000

平成平成1111年年44月月2727日閣議決定日閣議決定
「アルコール専売を廃止し、NEDOに暫

定措置として５年間を目途に一手購入機
能を付与するとともに民営化のための準備
を行い、当該期間終了後、NEDOの製造
部門を暫定的な特殊会社とし、2年以内に
民間への株式売却を開始し、できるだけ早
期に完全売却を図る。」

「このため、工業用アルコールに係る事
業法制の整備、暫定措置期間、特殊会社
に関する一体的な立法措置を速やかに講
じる。」

平成平成1717年年44月月2020日日

「日本アルコール産業株式会社法」公布「日本アルコール産業株式会社法」公布
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（参考）工業用アルコールの民営化に関するこれまでの経緯（参考）工業用アルコールの民営化に関するこれまでの経緯

１．行政改革会議最終報告（平成9年12月3日）

「アルコール専売について積極的に民営化を検討する必要がある」と指摘

１．行政改革会議最終報告（平成１．行政改革会議最終報告（平成99年年1212月月33日）日）

「アルコール専売について積極的に民営化を検討する必要がある」と指摘

２．規制緩和推進３か年計画（平成10年3月31日閣議決定）
「行政改革会議最終報告を踏まえ、民営化について積極的な検討を行う」

２．規制緩和推進３か年計画（平成２．規制緩和推進３か年計画（平成1010年年33月月3131日閣議決定）日閣議決定）
「行政改革会議最終報告を踏まえ、民営化について積極的な検討を行う」

３．産業構造審議会アルコール部会答申（平成11年1月25日）
「アルコール専売の民営化が望ましい」と答申

３．産業構造審議会アルコール部会答申（平成３．産業構造審議会アルコール部会答申（平成1111年年11月月2525日）日）
「アルコール専売の民営化が望ましい」と答申

４． 「国の行政組織等の減量、効率化等に関する基本的計画」(平成11年4月27日閣議決定) 
「アルコール専売を廃止し、NEDOに暫定措置として５年間を目途に一手購入機能を付与するとともに民営化のための準備を行い、
当該期間終了後、NEDOの製造部門を暫定的な特殊会社とし、2年以内に民間への株式売却を開始し、できるだけ早期に完全
売却を図る。」

「このため、工業用アルコールに係る事業法制の整備、暫定措置期間、特殊会社に関する一体的な立法措置を速やかに講じる。」

４．４． 「国の行政組織等の減量、効率化等に関する基本的計画」「国の行政組織等の減量、効率化等に関する基本的計画」((平成平成1111年年44月月2727日閣議決定日閣議決定) ) 
「アルコール専売を廃止し、NEDOに暫定措置として５年間を目途に一手購入機能を付与するとともに民営化のための準備を行い、
当該期間終了後、NEDOの製造部門を暫定的な特殊会社とし、2年以内に民間への株式売却を開始し、できるだけ早期に完全
売却を図る。」

「このため、工業用アルコールに係る事業法制の整備、暫定措置期間、特殊会社に関する一体的な立法措置を速やかに講じる。」

５．「アルコール事業法」制定(平成12年4月5日公布）、アルコール専売法を廃止
「アルコール専売法」を廃止
「アルコール事業法」を制定（平成13年4月1日施行）

※アルコール事業法附則第８条
「政府は、この法律の施行後５年を目途に、機構の行うアルコール製造業務及び一般アルコール販売業務を同時に終了させるとともに、機構からアルコー
ル製造業務の全部を引き継ぐ株式会社として政府がその資本の全額を出資するものを設立し、及び当該株式会社をできる限り早期に民営化するため、必
要な措置を講ずるものとする。」

５．「アルコール事業法」制定５．「アルコール事業法」制定((平成平成1212年年44月月55日公布）、アルコール専売法を廃止日公布）、アルコール専売法を廃止
「アルコール専売法」を廃止
「アルコール事業法」を制定（平成13年4月1日施行）

※アルコール事業法附則第８条
「政府は、この法律の施行後５年を目途に、機構の行うアルコール製造業務及び一般アルコール販売業務を同時に終了させるとともに、機構からアルコー
ル製造業務の全部を引き継ぐ株式会社として政府がその資本の全額を出資するものを設立し、及び当該株式会社をできる限り早期に民営化するため、必
要な措置を講ずるものとする。」

６．「日本アルコール産業株式会社法」制定(平成17年4月20日公布）
①NEDOアルコール製造部門を暫定的な特殊会社とし、できるだけ早期に民営化する。
②専売廃止後の暫定的な激変緩和措置としてNEDOが実施しているアルコールの一手購入・販売制度及び大臣認可価格制度を

廃止する。

６．「日本アルコール産業株式会社法」制定６．「日本アルコール産業株式会社法」制定((平成平成1717年年44月月2020日公布）日公布）
①NEDOアルコール製造部門を暫定的な特殊会社とし、できるだけ早期に民営化する。
②専売廃止後の暫定的な激変緩和措置としてNEDOが実施しているアルコールの一手購入・販売制度及び大臣認可価格制度を

廃止する。
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１．工業用アルコールについては、製造、輸入、販売、使用の許可制１．工業用アルコールについては、製造、輸入、販売、使用の許可制（（国による報告徴収や立入検査による事後チェック）国による報告徴収や立入検査による事後チェック）

２．試験研究や試薬等の特別な用途向けには、酒税相当額を加算した特定アルコールの販売制度を措置２．試験研究や試薬等の特別な用途向けには、酒税相当額を加算した特定アルコールの販売制度を措置
３．暫定措置期間（３．暫定措置期間（55年間を目途）の設置（年間を目途）の設置（NEDONEDOによる一手購入・販売制度等）による一手購入・販売制度等）
４．暫定措置期間終了時に４．暫定措置期間終了時にNEDONEDOアルコール製造部門を特殊会社化アルコール製造部門を特殊会社化

２２ アルコール事業法についてアルコール事業法について

アルコール事業法の制定【平成13年4月1日施行】アルコール事業法アルコール事業法の制定の制定【【平成平成1313年年44月月11日施行日施行】】

◆◆国民生活及び産業活動に不可欠国民生活及び産業活動に不可欠
◆◆酒類と物質的に同一という特性酒類と物質的に同一という特性

工業用アルコールの特性工業用アルコールの特性工業用アルコールの特性

酒類への不正な転用防止のため、酒類への不正な転用防止のため、
流通管理が必要流通管理が必要

平成１８年４月１日以降のスキーム

輸入事業者

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

一
手
購
入
・
販
売
部
門

廃止

（許可）

大臣認可価格（許可）

製造事業者

NEDOアルコール製造部門

販

売

事

業

者

使

用

者

（許可） （許可）

医
薬
品
・化
粧
品
用
途

食
品
用
途
（
味
噌
、
醤
油
）

化
学
工
業
品
用
途

廃止株式会社化

アルコール アルコール

アルコール事業法は暫定措置を終了
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○生産；国内生産量：約34万ｋｌ（平成16年度）
・発酵アルコール約22万kl（約65%）

NEDO 約19万kl（約56%）
民間製造事業者（14社） 約3万kl（約9%）

・合成アルコール（2社） 約12万kl（約35%）

○販売；大手から中小まで約740社

○使用；食品、化学、日用品等事業者約4,700社

○生産；国内生産量：約34万ｋｌ（平成16年度）
・発酵アルコール約22万kl（約65%）

NEDO 約19万kl（約56%）
民間製造事業者（14社） 約3万kl（約9%）

・合成アルコール（2社） 約12万kl（約35%）

○販売；大手から中小まで約740社

○使用；食品、化学、日用品等事業者約4,700社

３３ 工業用アルコール市場の工業用アルコール市場の状況状況

（１）工業用アルコールの国内生産・販売の状況（１）工業用アルコールの国内生産・販売の状況（１）工業用アルコールの国内生産・販売の状況

現在、工業用アルコール製品の輸入は行われてはいない。
今後、関税率を実行税率である協定税率27.2%から基本税率10%（平成22年度）まで5年間で均

等に引き下げられることとなる予定。

現在、工業用アルコール製品の輸入は行われてはいない。
今後、関税率を実行税率である協定税率27.2%から基本税率10%（平成22年度）まで5年間で均

等に引き下げられることとなる予定。

（２）工業用アルコール製品の輸入の状況（２）工業用アルコール製品の輸入の状況（２）工業用アルコール製品の輸入の状況

国内生産量 約34万kl

NEDO 約19万kl

民間 約3万kl

合成 約12万kl
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４４ 新会社の概要新会社の概要

日本アルコール産業株式会社日本アルコール産業株式会社

政府による監督

（経済産業大臣の認可）

特殊会社については、引き続きコスト削減や経営の合理化等に努め、工特殊会社については、引き続きコスト削減や経営の合理化等に努め、工
業用アルコールの供給の主要な担い手となることが期待されるとともに、業用アルコールの供給の主要な担い手となることが期待されるとともに、
早期の民営化を図る。早期の民営化を図る。

監督

出水工場

千葉工場

磐田工場

鹿島工場

１．アルコールの製造に関する事業及び製造に附帯す
る事業の実施を目的として設立

２．ＮＥＤＯアルコール部門の資産・負債を一体として
承継し事業の継続性を確保

出資

・事業計画

・重要な財産の譲渡

・株式、社債の募集等

・定款の変更 等

政府が全額出資

平成20年３月末までに株式

売却を開始、できる限り早期
の民営化
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５５ 今までの取り組みについて今までの取り組みについて

6

工場の効率化、工場の効率化、
組織のスリム化組織のスリム化

(1)(1)工場の再編工場の再編（７工場から４工場体制へ）（７工場から４工場体制へ）
非効率な４工場の廃止・１工場新設

(2)(2)業務体制の効率化業務体制の効率化
（工場操業体制見直し・事務部門の簡素化）

４班３名制 → ５班２名制

１．工場の効率化１．工場の効率化

２．組織のスリム化２．組織のスリム化

(1)(1)職員数の推移職員数の推移

平成12年度末：321名
↓

平成17年12月1日現在：214名

(2)(2)全職員の給与全職員の給与1010％引き下げ％引き下げ
１４年度 １５年度 １６年度 １８年度

製造コスト（原料費を除く）削減計画製造コスト（原料費を除く）削減計画

（計画）

100

85

5050

（※）上記は９５度１級のアルコール製造コスト

64



アルコールの用途 法律による規制

食品用途

医薬品、化粧品用途
(約20%)

化学工業品用途
(約30%) 

みそ、醤油、食酢等
(約50%)

農 薬 取 締 法

化学物質審査規制法

毒

物

及

び

劇

物

取

締

法

薬 事 法

食 品 衛 生 法

＜用途別の法規制＞

◆工業用アルコールは、各用途における法規制等を踏まえ、専売時代からこれまで品質の確保が
図られているところ

◆暫定措置期間終了後は、ユーザーニーズに応じた多様な品質の工業用アルコールの流通が見
込まれることから、経済産業省において、ユーザーを中心とした官民合同の「アルコールの品質に
関する検討会」を開催

◆本検討会を受け、業界の自主的な取り組みにより、品質に関する情報提供のあり方について検
討するとともに、自由化後のアルコールの品質基準となる「ものさし」（業界規格）を策定する予定

６６ 品質確保への取り組み品質確保への取り組み
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日本アルコール産業株式会社の
経営方針について

平成１７年１２月
独立行政法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構
アルコール事業本部

資料４
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Ⅰ. NEDOアルコール事業本部の
概要について
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１．概要

2

（1）政府出資金：１８７億9774万円
（2）総売上高：412億円

発酵アルコール 311億円 合成アルコール 101億円
（3）生産量：約18万ｋｌ（発酵アルコール）

他に民間調達数量 発酵アルコール 約 ３万ｋｌ
合成アルコール 約11万ｋｌ

（4）販売事業者数：26社
（5）従業員数：214名（平成17年12月1日現在）
（6）本部長：西尾 直毅

アルコール事業本部は、平成１３年４月から施行された
アルコール事業法に基づくアルコールの製造業務、及
び一般・特定アルコールの販売業務を担っており、アル
コールの安定供給に努めている。



海外より粗留アルコール及び糖みつを購入し、全国の４箇所の
工場で精製したものを販売している

粗留アルコールはブラジル/アメリカ/東南アジア等々、世界各国
から輸入

粗留アルコールの原料は、サトウキビ/とうもろこし/キャッサバ
等の糖質/でんぷん質原料、糖みつ(原料はサトウキビ)はタイを
はじめとした東南アジアより輸入、一部沖縄産も使用

製品は、95度1級及び特級、99度無水、Qibix95(原料をサトウキ
ビに限定)の4種類を製造、さらに、合成アルコール2種(99度、95
度)を購入し販売している

２．製造

3



３．工業用アルコールの主用途

その他

1%

生活用品

30%

化学品 22%
飲食料用

47% 食品防腐剤
食酢
みそ 等医薬品化粧品等

香料、工業用化学製
品 等

機械器具洗浄用等

4

2003年度



４．工業用アルコール（発酵）の用途別需要

その他

４( 2% )

2004年度 ２００千ｋｌ

機械器具洗浄用 等

生活用品

２０( 10% )

医薬品化粧品 等

化学品

２８ ( 14% )
香料、工業用化学製品 等

飲食料用

１４８( 74% )
食品防腐剤
食酢
みそ 等

飲食料用途別需要割合（％）

単位：千ｋｌ

食品防腐剤 食酢 調味料関連製品 みそ

醤油 食品防腐 ソース その他

（40％）

（17％）

（16％）

（10％）

（7％）（7％）

（2％） （1％）
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５．沿革

昭和 １２年 ４月 アルコール専売法施行、大蔵省専売局所管下に専売開始
１３年 ４月

各国営アルコール工場操業開始
１６年 ２月
５５年１０月 新エネルギー総合開発機構設立
５７年１０月 国のアルコール製造部門が通商産業省から新エネルギー

総合開発機構に移管され、アルコール事業本部が発足
６３年１０月 新エネルギー・産業技術総合開発機構へ改称

平成 １３年 ３月 石岡アルコール工場廃止
４月 アルコール事業法施行（アルコール専売法廃止）に伴い

一手購入販売の開始
７月 鹿島アルコール工場操業開始

１４年 ３月 近永アルコール工場・鹿屋アルコール工場廃止
１５年１０月 独立行政法人化
１６年 ４月 肥後大津アルコール工場廃止
１８年 ４月 日本アルコール産業株式会社設立

6
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６．組織
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NEDO運営会議

アルコール事業本部
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７．事業所の所在地とアルコールの引渡場所

アルコール事業本部東京オフィス

四国保管庫

札幌保管庫

小樽保管庫

鯛尾保管庫

塩釜保管庫

新潟保管庫

名古屋保管庫

四日市保管庫

川崎保管庫

横浜保管庫

富山保管庫

堺保管庫

神戸保管庫
伊賀保管庫

門司保管庫

沖縄保管庫

鹿島アルコール工場

磐田アルコール工場

米ノ津作業所

肥後大津作業所

出水アルコール工場

アルコール事業本部千葉オフィス
千葉アルコール工場

8



８．アルコールの流通形態

9

販 売 部 門
発酵９９度１級
発酵９５度特級
発酵９５度１級

Ｑｉｂｉｘ９５
合成９９度
合成９５度

製 造 部 門
発酵アルコール

特定アルコール
合成アルコール

発酵アルコール

調
達

販売

一般アルコール

自由流通

販売事業者・許可使用者等
アルコール事業法上の
許可事業者間を流通

全体の90％以上を
占める

価格に酒税相当分が
加算、主に試薬用途



９．発酵アルコールの製造工程図

10

発酵アルコール製造工程概要図(製造フロー図)

濃縮廃液

原料の
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果汁みつ
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糖みつ
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かす取り機

発　酵

酒　母　（酵母）
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アルコール

発　　　酵

酒　母　（酵母）

もろみ濃縮装置
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（無水アルコール）
（1級）

95度アルコール
（含水アルコール）
（特級・1級）

排　　出

肥料・飼料原料



１０．発酵アルコールの製造数量の推移

（規格別）

H17H14H9H4S62S57

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000 95度1級 キビックス 95度特級 99度1級 民間委託数量

（計画）

11

（単位：ｋｌ）



１１．原料別アルコール製造数量の推移

179,945 200 3,724 176,021 17（計画）

192,285 144 3,446 188,694 16

169,472 160 3,788 165,524 15

166,468 139 3,977 162,352 14

166,999 107 665 8,359 157,869 9

138,986 128 590 11,957 126,311 平成４年度

108,987 200 310 949 21,011 86,517 62

79,337 157 242 732 19,224 58,982 昭和57年度

こ しアルコール

計とうもろ生甘しょ果汁みつ糖 み つ粗 留

（単位：KL）
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Ⅱ.日本アルコール産業株式会社の

経営ビジョン･経営方針について

13



はじめに ～期待される役割～
• 新会社は、我が国アルコール産業の発展の中核となり、適正な競

争環境を醸成し、工業用アルコールの安定的かつ低廉な供給に寄
与する。

• 暫定措置期間終了時に、一般販売業務を円滑に終了し、既存の販
売事業者と連携しながら、販売体制を確立する。

• 価格については、必要コストに適正な利潤を上乗せした適切な価格
を設定する。

• 独法ＮＥＤＯ中期計画を深堀する合理化目標を策定し、さらなる合
理化につとめる。

• 新規事業は、本業に支障を与えない範囲内で積極的に展開する。

• 効率的な事業運営が可能となる組織を整備する。

14



１．経営理念

私たちの新会社「日本アルコール産業株式会社」は、

アルコール製造事業に軸足を置き、

アルコールの安定的かつ円滑な提供を通じ、

アルコール関連産業の発展に寄与するとともに、

これまで培ってきた技術力と創造力により

アルコール関連事業の多角化を通して

人々の暮らしに貢献します。

（１）経営理念

15



私たちの新会社は、

• ワールドクラスの工場経営を目指す会社

• お客様に安心で安全な商品を常に提供していく会社

• 改革に向け常にチャレンジしていく社員の集う会社

• 常に公明正大な経営を誇れる会社

であることを誓います。

（２）ミッションステートメント

16



① カスタマーニーズを充足する製品を開発・提供する

② アルコール製品を主軸の製品構成とする

③ 品質には妥協を許さない

④ 世界最高水準のアルコール製造プロセス・品質管

理システムを構築し、維持・向上する

⑤ 常に企業価値の向上を図る

⑥ 能力や成果に応じた魅力ある処遇をおこなう

⑦ 企業倫理を遵守する

（３）経営方針

17



（１）製品戦略

① 既存のアルコール製品を主軸に、顧客ニーズの変化に応え
て、トレーサビリテイを明確にした製品、コーシャ規格などを
適宜開発していく。 （９９度ならびに９５度のキビックス・コー
シャ仕様・スタンダード品など）

② アルコールの販売目標は、現在の生産数量とほぼ同等とす
る。

③ アルコール製造に伴って生じる副産物を商品化して、付加価
値製品を開発する。（濃縮液・乾燥マッド・乳酸菌など）

④ 主軸のアルコール製造事業を補完するため、固定資産・人
的資産・知的資産を有効利用した新規ビジネスを開発する。

２．経営戦略

18

*コーシャ：現在、アメリカではコーシャ食品はユダヤ教徒のみならず、コーシャ
マークのついている食品が「品質が保証されている食品」と認識されており広
く普及している。



全国販売網を整備している販売事業者等との連携により全国を
カバーできる体制とする。

販売事業者に対して、品質に関する技術的支援・ユーザーニー
ズに応じた支援・緊密な情報交換をおこなう。

（２）地域・チャネル戦略

① 製品により、高付加価値品は利益率を高く、一般品は利益
率を低く設定する。保管庫の廃止により配送コストがかかる
ことになる販売事業者、一定量以上の購入者等にも配慮し
た価格体系を構築する。（価格戦略）

② 自由価格競争下では、価格は時期または地域ごとに変化
する可能性があり、適正利益の確保と共に競争状況を考慮
した的確な価格対応をとることが必要。 （価格戦術）

（３）価格戦略・戦術

19



① 信頼できる品質と量を確保するため、原料の大半をブラジ
ル・タイ・インドネシア等の原料生産国から中長期契約を通し
て安定的に購入する。非遺伝子組み換えのサトウキビ由来
であることが必要条件である。

② 残りの原料は従来の競争入札方式で確保する。原料植物は、
コーン、タピオカ、サトウキビ等で、産地は特に限定せずに、
広範に安価調達に努める。但し原産地は明確にする。

③ 不慮の事態に備えて、適正なレベルの在庫を確保する。

（４）原料調達戦略

20

地球の環境問題、地球温暖化防止の観点から世界的に燃料
用アルコール（Fuel Ethanol）を含むバイオマス燃料の需要が
増加している中、工業用アルコール（Non-fuel Ethanol）の原
料と品質の確保に対するリスクヘッジ対策をとる。



① 品質管理には万全の注意を払い顧客ニーズを満足する製
品を供給していく。

② 食品に供する製品を製造しているという観点を持って食品
衛生上の高い操業水準を維持する。（HACCPの基準をク

リアーする。）

③ 徹底した製造工程の合理化をはかり製造コストを低減して
いく。

④ 安全操業を第一とする。

（５）製造・品質管理戦略

21

*HACCP：食品規格（Codex）委員会から発表され、各国にその採用を推奨して
いる国際的に認められた食品の衛生管理方式。



① 従来の年功序列的考えをあらため、適材適所の配属、民
間と伍してゆける賃金・福利厚生を採用する。

② 賃金水準の指標としては、従来の公務員準拠ではなく中
労委モデルをベースにする。

③ 職務基準・業績評価などの基準を明確にし、適正な目標
管理と公正な業績評価制度の実施により、従業員間の健
全な競争をもたらし、適材適所の人事制度を確立する。

④ コミュニケーションを重視し、常に改革・改善にチャレンジし
ていく社員集団を目指す。

（６）人事戦略

22

*中労委モデル：中央労働委員会が調査したもので設定されたモデル条件に
該当する者の終身賃金カーブ



① 品種ごとの利益目標を管理するとともに配送コスト・営業コスト・
販促コストなどの目標管理を行う。また、お客様のニーズを把握
し、提案型販売により常に「顧客満足度」の向上に努める。

② 原料輸入元国の適切な分散、原料調達に係る契約期間やタイ
ミング等を工夫し、低廉かつ安定的に原料を調達する。

③ 顧客ニーズに対応した製品を効率的に製造することをベースに
して新技術の導入等により省エネ化・省力化に努める。

各部門が各々高い目標を設定し、有効なマネジメントシステ
ムの下で各部門間、適時適切に情報の共有、方向性の確
認を行いつつその完達に取り組む。なお、アルコール製造
事業を中心に据え、その付帯事業及び新規事業はその利
益を補完するものと位置付ける。

（７）利益向上戦略

23



*3CS：Commitment, Communication, Customer, 
Speedy, Simple, Sincerity を
常に意識して日常の業務活動に取り組むという考え方

24

④ 原料・製品等の品質分析の精度向上と迅速化を図り、確固たる
検査分析体制を構築する。また、技術開発、新製品開発、更に
は高度品質分析の受注等により収益を向上する。

⑤ 経営状態と事業環境の変化を的確に捉え、迅速にその変化に
対応するとともに、キャッシュフローマネージメントにより財務基
盤の強化に努める。

⑥ 3CS(*)コンセプトに則りあらゆる改善に積極的に取り組むととも
に、小集団活動や各種の研修等により社員のモチベーション及
びスキルアップを図る。



すべての社員が新会社の経営理念と基本方針を理解し、企業倫理を遵守する為、明
文化したマニュアルを作成し、全社員に配り、コミュニケーションの徹底化を図る。

１．経営理念

２．ミッション・ステートメント
３．経営方針
４．社員行動指針
５．ステークホルダーへの対応
６．基本方針

経営倫理に関する方針
独占禁止法に関する方針
利害抵触に関する方針
役員就任等に関する方針
政治活動に関する方針
贈答及び接待に関する方針
顧客との関係及び製品の品質に関する方針
機器、製品、サービスの推奨に関する方針
環境に関する方針
製品の安全に関する方針
健康に関する方針
酒類･薬物に関する方針
安全に関する方針
保安に関する方針
個人情報の保護及び経営情報の透明性の確保に関する方針
コミュニケーションに関する方針

25

３. 経営マニュアルの作成



日本アルコール産業株式会社の設立日程（案）

資料５



日本アルコール産業株式会社の設立日程（案）日本アルコール産業株式会社の設立日程（案）

○設立委員任命
（平成17年12月15日）

○第1回設立委員会
（平成17年12月20日）
（議事）
・日本アルコール産業株式会社設立委員会規則の制定
・委員長の選出
・委員長代理の指名
・工業用アルコールの民営化と新会社の設立について
・日本アルコール産業株式会社の経営方針
・設立日程
・設立費用

○第2回設立委員会（平成18年2月）
（議事）
・定款（案）について

○第3回設立委員会（平成18年3月）
（議事）
・定款（案）について
・役員（案）について
・創立総会に関する事項について

○設立委員任命
（平成17年12月15日）

○第1回設立委員会
（平成17年12月20日）
（議事）
・日本アルコール産業株式会社設立委員会規則の制定
・委員長の選出
・委員長代理の指名
・工業用アルコールの民営化と新会社の設立について
・日本アルコール産業株式会社の経営方針
・設立日程
・設立費用

○第2回設立委員会（平成18年2月）
（議事）
・定款（案）について

○第3回設立委員会（平成18年3月）
（議事）
・定款（案）について
・役員（案）について
・創立総会に関する事項について

○経済産業大臣による定款の認可
（平成18年3月）

○創立総会、取締役会の開催
（平成18年3月）

○経済産業大臣による代表取締役等の認可
（平成18年3月）

○経済産業大臣による定款の認可
（平成18年3月）

○創立総会、取締役会の開催
（平成18年3月）

○経済産業大臣による代表取締役等の認可
（平成18年3月）

日本アルコール産業株式会社

平成18年4月1日設立

日本アルコール産業株式会社日本アルコール産業株式会社

平成平成1818年年44月月11日設立日設立



日本アルコール産業株式会社の設立費用（案）

資料６



千円

328
80
7

110
63
31
37

1,068

２．創立総会費

委員手当・旅費

通信費

会場費

速記料

印刷費

創立総会諸費

Ⅱ 予備費

2,000  千円

932
604
240

14
25

189
60
76

総合計

Ⅰ 設立事務関係

１．委員会費

委員手当・旅費

通信費

会場費

速記料

印刷費

委員会諸費

金額区分金額区分

日本アルコール産業株式会社の設立費用（案）日本アルコール産業株式会社の設立費用（案）

○商法（抄）（明治三十二年法律第四十八号）

第百六十八条 左ノ事項ハ之ヲ定款ニ記載又ハ記録スルニ非ザレバ其ノ効カヲ有セズ

一～七（略）

八 会社ノ負担ニ帰スベキ設立費用但シ定款ノ認証ノ手数料及株式ノ払込ノ取扱ニ付銀行又ハ信託会社ニ支払フベキ報酬ハ此ノ限ニ在ラズ





商
法
（
明
治
三
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号

（
抄
）

）

第
五
十
七
条

会
社
ハ
本
店
ノ
所
在
地
ニ
於
テ
設
立
ノ
登
記
ヲ
為
ス
ニ
因
リ
テ
成
立
ス

第
百
六
十
七
条

定
款
ハ
公
証
人
ノ
認
証
ヲ
受
ク
ル
ニ
非
ザ
レ
バ
其
ノ
効
力
ヲ
有
セ
ズ

第
百
六
十
八
条

（
略
）

②

現
物
出
資
ハ
発
起
人
ニ
限
リ
之
ヲ
為
ス
コ
ト
ヲ
得

第
百
六
十
八
条
ノ
二

会
社
ノ
設
立
ニ
際
シ
テ
発
行
ス
ル
株
式
ニ
関
ス
ル
左
ノ
事
項
ニ
シ
テ
定
款
ニ
定
ナ

キ
モ
ノ
ハ
発
起
人
全
員
ノ
同
意
ヲ
以
テ
之
ヲ
定
ム

一

株
式
ノ
種
類
及
数

二

株
式
ノ
発
行
価
額

三

株
式
ノ
発
行
価
額
中
資
本
ニ
組
入
レ
ザ
ル
額

第
百
八
十
条

第
百
七
十
七
条
ノ
規
定
ニ
依
ル
払
込
及
現
物
出
資
ノ
給
付
ア
リ
タ
ル
ト
キ
ハ
発
起
人
ハ
遅

滞
ナ
ク
創
立
総
会
ヲ
招
集
ス
ル
コ
ト
ヲ
要
ス

②
・
③

（
略
）

第
百
八
十
一
条

定
款
ヲ
以
テ
第
百
六
十
八
条
第
一
項
ニ
掲
グ
ル
事
項
ヲ
定
メ
タ
ル
ト
キ
ハ
発
起
人
ハ
之

ニ
関
ス
ル
調
査
ヲ
為
サ
シ
ム
ル
為
検
査
役
ノ
選
任
ヲ
裁
判
所
ニ
請
求
ス
ル
コ
ト
ヲ
要
ス

②

第
百
七
十
三
条
第
二
項
及
第
三
項
ノ
規
定
ハ
前
項
ノ
場
合
ニ
之
ヲ
準
用
ス

③

第
一
項
ノ
検
査
役
ノ
報
告
及
前
項
ニ
於
テ
準
用
ス
ル
第
百
七
十
三
条
第
二
項
第
三
号
ノ
証
明
ヲ
記
載

又
ハ
記
録
シ
タ
ル
資
料
（
前
項
ニ
於
テ
準
用
ス
ル
同
号
ニ
規
定
ス
ル
財
産
ガ
不
動
産
ナ
ル
ト
キ
ハ
同
項

ニ
於
テ
準
用
ス
ル
同
号
ノ
鑑
定
評
価
ヲ
記
載
又
ハ
記
録
シ
タ
ル
資
料
ヲ
含
ム
）
ハ
之
ヲ
創
立
総
会
ニ
提

出
ス
ル
コ
ト
ヲ
要
ス

第
百
八
十
四
条

取
締
役
及
監
査
役
ハ
第
百
七
十
三
条
ノ
二
第
一
項
各
号
ニ
掲
グ
ル
事
項
ヲ
調
査
シ
之
ヲ

創
立
総
会
ニ
報
告
ス
ル
コ
ト
ヲ
要
ス

②

取
締
役
及
監
査
役
ハ
第
百
八
十
一
条
第
三
項
ニ
掲
グ
ル
資
料
ヲ
調
査
シ
創
立
総
会
ニ
其
ノ
意
見
ヲ
報

告
ス
ル
コ
ト
ヲ
要
ス

③

取
締
役
及
監
査
役
中
発
起
人
ヨ
リ
選
任
セ
ラ
レ
タ
ル
者
ア
ル
ト
キ
ハ
創
立
総
会
ハ
特
ニ
検
査
役
ヲ
選

任
シ
前
二
項
ノ
調
査
及
報
告
ヲ
為
サ
シ
ム
ル
コ
ト
ヲ
得

第
百
八
十
八
条

株
式
会
社
ノ
設
立
ノ
登
記
ハ
発
起
人
ガ
会
社
ノ
設
立
ニ
際
シ
テ
発
行
ス
ル
株
式
ノ
総
数

ヲ
引
受
ケ
タ
ル
ト
キ
ハ
第
百
七
十
三
条
又
ハ
第
百
七
十
三
条
ノ
二
ノ
手
続
終
了
ノ
日
、
発
起
人
ガ
会
社

ノ
設
立
ニ
際
シ
テ
発
行
ス
ル
株
式
ノ
総
数
ヲ
引
受
ケ
ザ
リ
シ
ト
キ
ハ
創
立
総
会
終
結
ノ
日
又
ハ
第
百
八

十
五
条
若
ハ
前
条
第
四
項
ノ
手
続
終
了
ノ
日
ヨ
リ
二
週
間
内
ニ
之
ヲ
為
ス
コ
ト
ヲ
要
ス

②
～
④

（
略
）

第
二
百
八
十
四
条
ノ
二

会
社
ノ
資
本
ハ
本
法
ニ
別
段
ノ
定
ア
ル
場
合
ヲ
除
ク
ノ
外
発
行
済
株
式
ノ
発
行

価
額
ノ
総
額
ト
ス

②

株
式
ノ
発
行
価
額
ノ
二
分
ノ
一
ヲ
超
エ
ザ
ル
額
ハ
資
本
ニ
組
入
レ
ザ
ル
コ
ト
ヲ
得





日
本
ア
ル
コ
ー
ル
産
業
株
式
会
社
法

第
一
章

総
則
（
第
一
条
―
第
三
条
）

第
二
章

経
営
の
健
全
性
及
び
安
定
性
の
確
保
（
第
四
条
―
第
九
条
）

第
三
章

雑
則
（
第
十
条
―
第
十
二
条
）

第
四
章

罰
則
（
第
十
三
条
―
第
十
八
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
会
社
の
目
的
及
び
事
業
）

第
一
条

日
本
ア
ル
コ
ー
ル
産
業
株
式
会
社

以
下

会
社

と
い
う

は

ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法

平

（

「

」

。
）

、

（

成
十
二
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
ア
ル
コ
ー
ル
の
製
造
に
関
す
る
事
業
及
び

こ
れ
に
附
帯
す
る
事
業
を
経
営
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
株
式
会
社
と
す
る
。

２

会
社
は
、
前
項
の
事
業
を
営
む
ほ
か
、
同
項
の
事
業
の
遂
行
に
支
障
の
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
経

済
産
業
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
、
同
項
の
事
業
以
外
の
事
業
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
。

（
商
号
の
使
用
制
限
）

第
二
条

会
社
で
な
い
者
は
、
そ
の
商
号
中
に
日
本
ア
ル
コ
ー
ル
産
業
株
式
会
社
と
い
う
文
字
を
使
用
し

て
は
な
ら
な
い
。

（
一
般
担
保
）

第
三
条

会
社
の
社
債
権
者
は
、
会
社
の
財
産
に
つ
い
て
他
の
債
権
者
に
先
立
っ
て
自
己
の
債
権
の
弁
済

を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
。

２

前
項
の
先
取
特
権
の
順
位
は
、
民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
の
規
定
に
よ
る
一
般
の

先
取
特
権
に
次
ぐ
も
の
と
す
る
。

第
二
章

経
営
の
健
全
性
及
び
安
定
性
の
確
保

（
新
株
、
社
債
及
び
借
入
金
）

第
四
条

会
社
は
、
新
株
若
し
く
は
新
株
予
約
権
を
発
行
し
、
社
債
を
募
集
し
、
又
は
弁
済
期
限
が
一
年

を
超
え
る
資
金
を
借
り
入
れ
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
経
済
産
業
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
新
株
予
約
権
が
行
使
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
新
株
を
発
行
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
こ
の

限
り
で
な
い
。

２

会
社
は
、
前
項
た
だ
し
書
の
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
新
株
を
発
行
し
た
後
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨

を
経
済
産
業
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
代
表
取
締
役
等
の
選
定
等
の
決
議
）

第
五
条

会
社
の
代
表
取
締
役
又
は
代
表
執
行
役
の
選
定
及
び
解
職
並
び
に
監
査
役
の
選
任
及
び
解
任
又

は
株
式
会
社
の
監
査
等
に
関
す
る
商
法
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
二
十
二
号
）

第
二
十
一
条
の
八
第
七
項
に
規
定
す
る
監
査
委
員
の
選
定
及
び
解
職
の
決
議
は
、
経
済
産
業
大
臣
の
認

可
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
。

（
事
業
計
画
）

第
六
条

会
社
は
、
毎
営
業
年
度
の
開
始
前
に
、
そ
の
営
業
年
度
の
事
業
計
画
を
定
め
、
経
済
産
業
大
臣

の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

（
重
要
な
財
産
の
譲
渡
等
）

第
七
条

会
社
は
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
を
譲
渡
し
、
又
は
担
保
に
供
し
よ
う
と
す
る

と
き
は
、
経
済
産
業
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
定
款
の
変
更
等
）

第
八
条

会
社
の
定
款
の
変
更
、
利
益
の
処
分
、
合
併
、
分
割
及
び
解
散
の
決
議
は
、
経
済
産
業
大
臣
の

認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
。

（
財
務
諸
表
）

第
九
条

会
社
は
、
毎
営
業
年
度
終
了
後
三
月
以
内
に
、
そ
の
営
業
年
度
の
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書

及
び
営
業
報
告
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
章

雑
則

（
監
督
）



第
十
条

会
社
は
、
経
済
産
業
大
臣
が
こ
の
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
従
い
監
督
す
る
。

２

経
済
産
業
大
臣
は
、
こ
の
法
律
を
施
行
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
会
社
に
対
し
、

業
務
に
関
し
監
督
上
必
要
な
命
令
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
報
告
及
び
検
査
）

第
十
一
条

経
済
産
業
大
臣
は
、
こ
の
法
律
を
施
行
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
会
社
か

ら
そ
の
業
務
に
関
し
報
告
を
さ
せ
、
又
は
そ
の
職
員
に
、
会
社
の
営
業
所
、
事
務
所
そ
の
他
の
事
業
場

に
立
ち
入
り
、
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
人
に

こ
れ
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し
て
は

な
ら
な
い
。

（
財
務
大
臣
と
の
協
議
）

第
十
二
条

経
済
産
業
大
臣
は

第
一
条
第
二
項

第
四
条
第
一
項

第
六
条

第
七
条
又
は
第
八
条

会

、

、

、

、

（

社
の
定
款
の
変
更
の
決
議
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
会
社
が
発
行
す
る
株
式
の
総
数
を
変
更
す
る
も

の
に
限
る

）
の
認
可
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
財
務
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

。

第
四
章

罰
則

、

、

、

、

、

第
十
三
条

会
社
の
取
締
役

執
行
役

監
査
役
又
は
職
員
が

そ
の
職
務
に
関
し
て

賄
賂
を
収
受
し

ろ

又
は
そ
の
要
求
若
し
く
は
約
束
を
し
た
と
き
は
、
三
年
以
下
の
懲
役
に
処
す
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
不
正

の
行
為
を
し
、
又
は
相
当
の
行
為
を
し
な
か
っ
た
と
き
は
、
五
年
以
下
の
懲
役
に
処
す
る
。

２

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
犯
人
が
収
受
し
た
賄
賂
は
、
没
収
す
る
。
そ
の
全
部
又
は
一
部
を
没
収
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
そ
の
価
額
を
追
徴
す
る
。

第
十
四
条

前
条
第
一
項
の
賄
賂
を
供
与
し
、
又
は
そ
の
申
込
み
若
し
く
は
約
束
を
し
た
者
は
、
三
年
以

下
の
懲
役
又
は
百
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。、

、

。

２

前
項
の
罪
を
犯
し
た
者
が
自
首
し
た
と
き
は

そ
の
刑
を
減
軽
し

又
は
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る

、

（

）

。

第
十
五
条

第
十
三
条
第
一
項
の
罪
は

刑
法

明
治
四
十
年
法
律
第
四
十
五
号

第
四
条
の
例
に
従
う

第
十
六
条

第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
又
は
同
項

の
規
定
に
よ
る
検
査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
会
社

の
取
締
役
、
執
行
役
、
監
査
役
又
は
職
員
は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

第
十
七
条

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
会
社
の
取
締
役
、

執
行
役
又
は
監
査
役
は
、
百
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

一

第
一
条
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
事
業
を
営
ん
だ
と
き
。

、

、

、

二

第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て

新
株
若
し
く
は
新
株
予
約
権
を
発
行
し

社
債
を
募
集
し

又
は
資
金
を
借
り
入
れ
た
と
き
。

三

第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
新
株
を
発
行
し
た
旨
の
届
出
を
行
わ
な
か
っ
た
と
き
。

四

第
六
条
の
規
定
に
違
反
し
て
、
事
業
計
画
の
認
可
を
受
け
な
か
っ
た
と
き
。

五

第
七
条
の
規
定
に
違
反
し
て
、
財
産
を
譲
渡
し
、
又
は
担
保
に
供
し
た
と
き
。

、

、

、

六

第
九
条
の
規
定
に
違
反
し
て

貸
借
対
照
表

損
益
計
算
書
若
し
く
は
営
業
報
告
書
を
提
出
せ
ず

又
は
虚
偽
の
記
載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
こ
れ
ら
の
も
の
を
提
出
し
た
と
き
。

七

第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
違
反
し
た
と
き
。

第
十
八
条

第
二
条
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
十
万
円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
附
則
第
十
七
条
、
第
十
九
条
、
第
二
十

条
、
第
二
十
一
条
（
独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
（
平
成
十
四
年
法

律
第
百
四
十
五
号
）
附
則
第
五
条
の
改
正
規
定
を
除
く

、
第
二
十
二
条
及
び
第
二
十
三
条
の
規
定

。
）

は
平
成
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
、
附
則
第
二
十
一
条
中
独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総

合
開
発
機
構
法
附
則
第
五
条
の
改
正
規
定
は
平
成
十
九
年
三
月
三
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
こ
の
法
律
の
廃
止
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
）

第
二
条

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
を
勘
案
し
、
会
社
を
で
き
る
限
り
早
期
に
民
営
化
す
る
た

め
、
速
や
か
に
こ
の
法
律
の
廃
止
を
含
め
た
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
の
保
有
す
る
株
式
の
売
却



そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
設
立
委
員
）

、

、

。

第
三
条

経
済
産
業
大
臣
は

設
立
委
員
を
命
じ

会
社
の
設
立
に
関
し
て
発
起
人
の
職
務
を
行
わ
せ
る

（
定
款
）

第
四
条

設
立
委
員
は
、
定
款
を
作
成
し
て
、
経
済
産
業
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

経
済
産
業
大
臣
は
、
前
項
の
認
可
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
財
務
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

（
会
社
の
設
立
に
際
し
て
発
行
す
る
株
式
）

第
五
条

会
社
の
設
立
に
際
し
て
発
行
す
る
株
式
に
関
す
る
商
法
（
明
治
三
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）

第
百
六
十
八
条
ノ
二
各
号
に
掲
げ
る
事
項
は
、
定
款
で
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

会
社
の
設
立
に
際
し
て
発
行
す
る
株
式
に
つ
い
て
は
、
商
法
第
二
百
八
十
四
条
ノ
二
第
二
項
の
規
定

、

。

に
か
か
わ
ら
ず

そ
の
発
行
価
額
の
二
分
の
一
を
超
え
る
額
を
資
本
に
組
み
入
れ
な
い
こ
と
が
で
き
る

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
一
項
中
「
本
法
」
と
あ
る
の
は

「
本
法
又
ハ
日
本
ア
ル
コ
ー
ル
産
業

、

株
式
会
社
法
」
と
す
る
。

（
株
式
の
引
受
け
）

第
六
条

会
社
の
設
立
に
際
し
て
発
行
す
る
株
式
の
総
数
は
、
独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技

術
総
合
開
発
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う

）
が
引
き
受
け
る
も
の
と
し
、
設
立
委
員
は
、
こ
れ
を

。

機
構
に
割
り
当
て
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
割
り
当
て
ら
れ
た
株
式
に
よ
る
会
社
の
設
立
に
関
す
る
株
式
引
受
人
と
し
て
の

権
利
は
、
政
府
が
行
使
す
る
。

（
出
資
）

第
七
条

機
構
は
、
会
社
の
設
立
に
際
し
、
会
社
に
対
し
、
そ
の
財
産
の
う
ち
、
附
則
第
十
九
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
前
の
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
（
以
下
「
旧
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
」
と
い
う

）
第
三
十
一
条

。

。

、

及
び
附
則
第
二
条
に
規
定
す
る
業
務
に
係
る
も
の
を
出
資
す
る
も
の
と
す
る

こ
の
場
合
に
お
い
て
は

独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
四
十
八
条
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

（
創
立
総
会
）

第
八
条

会
社
の
設
立
に
係
る
商
法
第
百
八
十
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
第
百

七
十
七
条
ノ
規
定
ニ
依
ル
払
込
及
現
物
出
資
ノ
給
付
」
と
あ
る
の
は

「
日
本
ア
ル
コ
ー
ル
産
業
株
式

、

会
社
法
附
則
第
六
条
第
一
項
ノ
規
定
ニ
依
ル
株
式
ノ
割
当
」
と
す
る
。

（
会
社
の
成
立
）

第
九
条

附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ
り
機
構
が
行
う
出
資
に
係
る
給
付
は
、
附
則
第
十
九
条
の
規
定
の
施

行
の
時
に
行
わ
れ
る
も
の
と
し
、
会
社
は
、
商
法
第
五
十
七
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
時
に
成

立
す
る
。

（
設
立
の
登
記
）

第
十
条

会
社
は
、
商
法
第
百
八
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
会
社
の
成
立
後
遅
滞
な
く
、

そ
の
設
立
の
登
記
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
政
府
へ
の
無
償
譲
渡
）

第
十
一
条

機
構
が
出
資
に
よ
っ
て
取
得
す
る
会
社
の
株
式
は
、
会
社
の
成
立
の
時
に
、
政
府
に
無
償
譲

渡
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

（
商
法
の
適
用
除
外
）

第
十
二
条

商
法
第
百
六
十
七
条
、
第
百
六
十
八
条
第
二
項
、
第
百
六
十
九
条
、
第
百
八
十
一
条
及
び
第

百
八
十
四
条
の
規
定
は
、
会
社
の
設
立
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

（
権
利
及
び
義
務
の
承
継
等
）

第
十
三
条

機
構
は
、
会
社
の
成
立
の
時
に
お
い
て
旧
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
第
三
十
一
条
及
び
附
則
第
二

条
に
規
定
す
る
業
務
を
終
了
す
る
も
の
と
し
、
そ
れ
ら
の
業
務
に
係
る
一
切
の
権
利
及
び
義
務
は
、
そ

の
時
に
お
い
て
会
社
が
承
継
す
る
。

２

機
構
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
会
社
が
機
構
の
権
利
及
び
義
務
を
承
継
し
た
と
き
は
、
そ
の
承
継
の

際
、
次
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額
に
よ
り
そ
の
資
本
金
を
減
少
す
る
も
の
と
す
る
。

一

そ
の
承
継
の
際
附
則
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産

業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
（
以
下
「
旧
機
構
法
」
と
い
う

）
第
十
七
条
第
四
号
に
掲
げ
る
業
務
に

。



係
る
勘
定
に
属
す
る
資
本
金
の
額

二

そ
の
承
継
の
際
旧
機
構
法
附
則
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
ア
ル
コ
ー
ル
製
造
勘
定
及
び
一
般

ア
ル
コ
ー
ル
販
売
勘
定
に
属
す
る
資
本
金
の
額

（
商
号
に
つ
い
て
の
経
過
措
置
）

第
十
四
条

第
二
条
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
そ
の
商
号
中
に
日
本
ア
ル
コ
ー
ル
産
業
株

式
会
社
と
い
う
文
字
を
使
用
し
て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
六
月
間
は
、
適
用
し
な

い
。

（
事
業
計
画
に
つ
い
て
の
経
過
措
置
）

第
十
五
条

会
社
の
成
立
の
日
の
属
す
る
営
業
年
度
の
事
業
計
画
に
つ
い
て
は
、
第
六
条
中
「
毎
営
業
年

度
の
開
始
前
に
」
と
あ
る
の
は

「
会
社
の
成
立
後
遅
滞
な
く
」
と
す
る
。

、

（
ア
ル
コ
ー
ル
の
製
造
の
事
業
の
許
可
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
六
条

会
社
は
、
そ
の
成
立
の
日
に
お
い
て
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
を
受
け
た

も
の
と
み
な
す
。

（
非
課
税
）

第
十
七
条

附
則
第
十
条
の
規
定
に
よ
り
会
社
が
受
け
る
設
立
の
登
記
及
び
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ
り

機
構
が
行
う
出
資
に
係
る
財
産
の
給
付
に
伴
い
会
社
が
受
け
る
登
記
又
は
登
録
に
つ
い
て
は
、
登
録
免

許
税
を
課
さ
な
い
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
十
八
条

附
則
第
三
条
か
ら
前
条
ま
で
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
会
社
の
設
立
に
関
し
必
要
な
事
項

は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
の
一
部
改
正
）

第
十
九
条

ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
特
定
ア
ル
コ
ー
ル
の
販
売
」
を
「
特
定
ア
ル
コ
ー
ル
の
譲
渡
」
に
改
め
る
。

第
二
条
第
四
項
中
「
第
三
十
二
条
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
」
を
「
ア
ル
コ
ー
ル
が
酒
類
の
原
料
に

不
正
に
使
用
さ
れ
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
額
と
し
て
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
計
算
し
た
額
（
以
下
「
加
算
額
」
と
い
う

）
を
含
む
」
に

「
独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

。

、

・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う

」
を
「
次
条
第
一
項
又
は
第
十
六
条
第
一

。
）

項
の
許
可
を
受
け
た
者
」
に

「
販
売
す
る
」
を
「
譲
渡
す
る
」
に
改
め
る
。

、
「
、

」

「

」

、「

」

第
二
十
二
条
第
二
項
中

第
四
条
第
三
号

を

及
び
第
四
条
第
三
号

に
改
め

及
び
機
構

を
削
る
。

「
第
三
章

特
定
ア
ル
コ
ー
ル
の
販
売
」
を
「
第
三
章

特
定
ア
ル
コ
ー
ル
の
譲
渡
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
か
ら
第
三
十
四
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
国
庫
納
付
金
）

第
三
十
一
条

製
造
事
業
者
又
は
輸
入
事
業
者
は
、
特
定
ア
ル
コ
ー
ル
と
し
て
ア
ル
コ
ー
ル
を
譲
渡
し

た
と
き
は
、
当
該
譲
渡
し
た
特
定
ア
ル
コ
ー
ル
の
数
量
に
当
該
特
定
ア
ル
コ
ー
ル
に
係
る
加
算
額
を

乗
じ
て
得
た
額
を
国
庫
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
納
付
金
の
納
付
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
担
保
の
提
供
）

第
三
十
二
条

経
済
産
業
大
臣
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
納
付
金
の
納
付
の
義
務
の
履
行
を
確

保
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
製
造
事
業
者
又
は

輸
入
事
業
者
に
対
し
、
金
額
及
び
期
間
を
指
定
し
、
納
付
金
に
つ
き
担
保
の
提
供
を
命
ず
る
こ
と
が

で
き
る
。

２

経
済
産
業
大
臣
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
の
金
額
又
は
期
間
を
変
更
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

３

経
済
産
業
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
担
保
の
提
供
を
命
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ

る
と
認
め
る
と
き
は
、
製
造
事
業
者
又
は
輸
入
事
業
者
が
担
保
を
提
供
す
る
ま
で
、
当
該
製
造
事
業

者
又
は
当
該
輸
入
事
業
者
が
保
有
す
る
ア
ル
コ
ー
ル
の
処
分
又
は
譲
渡
を
禁
止
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

第
三
十
三
条
及
び
第
三
十
四
条

削
除

第
三
十
五
条
中
「
、
許
可
使
用
者
及
び
機
構
」
を
「
及
び
許
可
使
用
者
」
に
改
め
る
。



第
三
十
七
条
第
一
項
中
「
経
済
産
業
大
臣
は

」
の
下
に
「
第
三
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
納

、

付
金
又
は
」
を
加
え
る
。

第
四
十
七
条
第
一
項
中
第
五
号
を
第
六
号
と
し
、
第
四
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

五

第
三
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
た
者

第
四
十
七
条
第
二
項
中
「
第
二
号
」
の
下
に
「
及
び
第
五
号
」
を
加
え
る
。

第
五
十
一
条
第
一
項
中
第
五
号
を
第
六
号
と
し
、
第
四
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

五

第
三
十
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
禁
止
に
違
反
し
て
、
ア
ル
コ
ー
ル
を
処
分
し
又
は
譲
渡
し

た
者

附
則
第
二
条
か
ら
第
六
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
二
条
か
ら
第
六
条
ま
で

削
除

附
則
第
八
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
八
条

削
除

附
則
第
十
一
条
及
び
第
十
三
条
中
「
又
は
機
構
」
を
削
る
。

附
則
第
十
七
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
十
七
条

削
除

附
則
第
二
十
条
及
び
第
二
十
一
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
二
十
条
及
び
第
二
十
一
条

削
除

附
則
第
二
十
九
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
二
十
九
条

削
除

（
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
十
条

旧
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
の
規
定
に
よ
り
し
た
処
分
、
手
続
そ
の
他
の
行
為
は
、
前
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
後
の
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
の
相
当
規
定
に
よ
り
し
た
処
分
、
手
続
そ
の
他
の
行
為
と
み
な

す
。

、

。

２

前
条
の
規
定
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は

な
お
従
前
の
例
に
よ
る

３

前
二
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
ア
ル
コ
ー
ル
事
業
法
の
改
正
に
伴
い
必
要

な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
の
一
部
改
正
）

第
二
十
一
条

独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
十
五
条
第
二
項
及
び
第
三
項
を
削
る
。

第
十
六
条
第
一
項
及
び
第
四
項
中
「
前
条
第
一
項
第
十
二
号
」
を
「
前
条
第
十
二
号
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
第
一
号
及
び
第
二
号
中
「
第
十
五
条
第
一
項
各
号
」
を
「
第
十
五
条
各
号
」
に
改
め
、
同

「

」

「

」

、

、

条
第
三
号
中

第
十
五
条
第
一
項
第
十
号

を

第
十
五
条
第
十
号

に
改
め

同
条
第
四
号
を
削
り

同
条
第
五
号
中
「
前
各
号
」
を
「
前
三
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
四
号
と
す
る
。

第
十
八
条
中
「
第
十
五
条
第
一
項
第
三
号
」
を
「
第
十
五
条
第
三
号
」
に
改
め
る
。

第
十
九
条
第
一
項
中
「
、
第
四
号
及
び
第
五
号
」
を
「
及
び
第
四
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
七
条
第
一
号
中
「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
る
。

附
則
第
五
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
五
条

削
除

附
則
第
六
条
第
一
項
中
「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二

項
中
「
前
条
第
一
項
第
十
二
号
」
を
「
前
条
第
十
二
号
」
に

「
第
十
五
条
第
一
項
各
号
」
を
「
第
十

、

五
条
各
号
」
に

「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
る
。

、

附
則
第
七
条
第
一
項
及
び
第
三
項
中
「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め

る
。附

則
第
九
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
及
び
同
条
第
五
項
中
「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二

項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
前
条
第
一
項
第
十
二
号
」
を
「
前
条
第
十
二
号
」

に
改
め
る
。

附
則
第
十
一
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
十
一
条

削
除

附
則
第
十
二
条
第
一
項
中
「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
、
同
条
第



三
項
中
「
前
条
第
一
項
第
十
二
号
」
を
「
前
条
第
十
二
号
」
に

「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」

、

を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
四
条
第
一
項
中
「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
、
同
条
第

二
項
中
「
前
条
第
一
項
第
十
二
号
」
を
「
前
条
第
十
二
号
」
に

「
第
十
五
条
第
一
項
各
号
」
を
「
第

、

十
五
条
各
号
」
に

「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
る
。

、

附
則
第
十
五
条
第
一
項
中
「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
、
同
条
第

三
項
中
「
前
条
第
一
項
第
十
二
号
」
を
「
前
条
第
十
二
号
」
に

「
第
十
五
条
第
一
項
各
号
」
を
「
第

、

十
五
条
各
号
」
に

「
第
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
を
「
第
十
五
条
」
に
改
め
る
。

、

（
独
立
行
政
法
人
等
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関
す
る
法
律
等
の
適
用
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
十
二
条

附
則
第
十
九
条
の
規
定
の
施
行
前
に
独
立
行
政
法
人
等
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関
す

る
法
律
（
平
成
十
三
年
法
律
第
百
四
十
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
機
構
が
し
た
行
為
及
び
機
構
に
対
し
て

な
さ
れ
た
行
為
（
附
則
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
会
社
が
承
継
す
る
こ
と
と
な
る
権
利
及
び
義
務
に
関

す
る
も
の
に
限
る

）
に
つ
い
て
は
、
会
社
を
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
等
と

。

み
な
す
。

２

附
則
第
十
九
条
の
規
定
の
施
行
前
に
独
立
行
政
法
人
等
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法

律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
九
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
機
構
が
し
た
行
為
及
び
機
構
に
対
し
て
な
さ

れ
た
行
為
（
附
則
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
会
社
が
承
継
す
る
こ
と
と
な
る
権
利
及
び
義
務
に
関
す
る

も
の
に
限
る

）
に
つ
い
て
は
、
会
社
を
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
等
と
み
な

。

す
。

（
石
油
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
高
度
化
対
策
特
別
会
計
法
の
一
部
改
正
）

第
二
十
三
条

石
油
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
高
度
化
対
策
特
別
会
計
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
十

二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
二
項
第
二
号
チ
中
「
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
十
五
条
第
一
号
」
に
改
め
る
。


